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資料

（１） 地下水流動保全工法の設計及び性能評価結果

（２） 地下水流動保全工法の配置（東名ＪＣＴ）

（３） モニタリング計画

（４） 管理値の考え方

地下水流動保全工法について

～東名ＪＣＴ～
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設計条件の整理 ・地質、地下水
・道路構造、用地制約
・土質定数

工法選定

概略設計 ・施設の仕様（径,配置ピッチ）を 概略的に算定
・目詰まりの照査 （限界流速を超えないことを確認）

性能評価
（三次元浸透流解析）

・施設配置後の地下水位変動量と目詰まりを
解析により照査
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○地下水流動保全工法の設計は、図1.1に示す手順で行う。 

(1) 地下水流動保全工法の設計及び性能評価結果 

図1.1 地下水流動保全工法の設計フロー 

第3回委員会 
審議済内容 

・中央JCT 
・大泉JCT 
 

第4回委員会 
審議内容 
・東名JCT 

第2回委員会 
審議済内容 
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（第2回委員会資料 再掲） 

○地下水流動保全工法の基本構造は表1.1に示す2タイプとし、通水管の設置方法に応じて選定する。 
 

表1.1 「集水・涵養井戸」方式 

 タイプ1 タイプ2 

構造 

  

対象地域 東名JCT、中央JCT・東八道路IC、青梅街道IC、大泉JCT・目白通りIC 中央JCT・東八道路IC 

集水方法 ・集水井の周囲から地下水を集める ・集水パイプから地下水を集める 

施工時期 

・道路構造物と一体的に施工 

（開削と並行して井戸と通水管を施工、その後に躯体構築及び埋戻し

を行う） 

・道路構造物の施工時期に制約を受けない 

用地 ・用地が狭い場所でも施工できる ・推進工法の発進・到達立坑が必要となり、用地が狭い場所では適用できない 

適用 ・通水管を開削で設置できる場合 ・通水管を開削で設置できない場合 

メンテナン

ス方法 

＜井戸＞揚水、エアリフト、高圧洗浄など ※地上から器具を挿入 

＜通水管＞高圧洗浄など ※地上から器具を挿入 

＜井戸＋集水ボーリング＞ 高圧洗浄など ※潜水夫が井戸内に入り作業 

＜通水管＞ 高圧洗浄など ※潜水夫が井戸内に入り作業 

（図はイメージ）
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（第3回委員会資料 再掲） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○井戸理論を用いて井戸の配置間隔を概略的に求める（概略設計） 

(1) 地下水流動保全工法の設計及び性能評価結果 

図1.2 概略設計フロー 

・v＝Qreq÷Ａ÷ｎ (Ａ：井戸の集水・涵養面積※2、ｎ：帯水層の有効間隙率) 

必要通水量qreqを算出 

地下水流動保全工法の 
配置間隔aを仮定 

地下水流動保全工法1ユニット 
が負担する通水量Qreqを算出 

必要水位差Δhi(井戸及び通水 
管の水頭損失)を算出 

・Qreq＝a×qreq 

・qreq（≒奥行き1mあたりの自然地下水流量） 

Δhi＜自然水位±0.1ｍ※1 
ＮＧ 

ＯＫ 
※1 設計目標値 

涵養井戸近傍の 
地下水の実流速vを算出 

v＜限界実流速vp 
ＮＧ 

ＯＫ 

三次元浸透流解析で検証 

・Δhiは井戸理論 
により求める 

・限界実流速vpは本事業と同種地盤(武蔵野礫層)の3次元モデル実験結果より設定 

・地下水流動保全工法の配置間隔を検証 

※2 帯水層部の井戸の表面積 
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（第3回委員会資料 再掲） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 地下水流動保全工法の設計及び性能評価結果 

○地盤の目詰まりは、涵養井戸から地盤に復水される地下水の実流速が地盤の限界実流速よりも大きくなる

ことにより生じる現象である（図1.3）。 

○このため、涵養井戸近傍の地下水の実流速が、地盤の限界実流速を超えないように、井戸の配置間隔を決

定する。 

○設計で用いる限界実流速は、既往の実験結果(様々な地盤を対象として限界実流速を調査)のうち、本事業

と同種地盤の3次元モデル実験結果より得られた0.04cm/sを採用した（図1.4）。 

 ・涵養井戸近傍では地盤に復水 

される実流速が大きい。 

・地盤の限界実流速を上回ると、 

地盤内の細粒分が移動する。 

 ・井戸から離れると実流速が小さくなる。 

・地盤の限界実流速を下回ると、移動した細

粒分が滞留する。 

図1.3 涵養井戸近傍における細粒分移動の概念図 

(地下構造物と地下水環境,p41に加筆) 

図1.4 土粒子の粒径と限界実流速の関係 

(地下水流動保全のための環境影響評価と対策,p148に加筆) 

本設計では限界実流速を0.04cm/sとした 

（本事業と同種地盤の3次元モデル実験結果） 
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○概略設計で求めた地下水流動保全工法の配置の妥当性を三次元浸透流解析で検証した。 

○解析領域は東名JCTを切り出し、地下水への影響が及ばないと考えられる十分広い範囲（構造物端部から

1.5km四方）とした。 

○解析モデルの自然地下水位は、平成22年度の年間平均水位とした。 

○降水量は、蒸発散量と地表面流出量を差し引いて解析モデルに与えた。 

○透水係数は、地質調査結果と自然地下水位の再現性を考慮して設定した。 

○地下水流動保全工法は配置間隔に応じた等価透水係数を設定してモデル化した。 

(1) 地下水流動保全工法の設計及び性能評価結果 

図1.5 三次元浸透流解析モデルの概要 

世田谷区 

中央JCT・東八道路IC 

（検討実施済み） 

青梅街道IC 

（今後解析を実施） 

 

三鷹市 武蔵野市

狛江市 

大泉JCT・目白通りIC 

（検討実施済み） 

1.5km

三次元解析モデル 

東名JCT 

（今回検討実施） 

調布市 

世田谷区

杉並区

練馬区
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表1.2 構造物完成後の地下水位変動量（東名JCT） 

対策前 対策後 

地下水位変動量が±0.1ｍを超過する。 

 

 

  

地下水位変動量が±0.1ｍ未満となる。 

 

 

  

 

 

 

○東名JCTは、地下水流動保全工法を15～20ｍ間隔で配置することにより、地下水位変動量が±0.1ｍ未満

となる。 

(1) 地下水流動保全工法の設計及び性能評価結果 

地下水位 

変動量(m) 

(上流側) 

(下流側) 

(上流側) 

地下水位 

変動量(m) 

  

(下流側) 

(タイプ１)

15m間隔 (タイプ１) 

20m間隔 (タイプ１) 

20m間隔 

(タイプ１) 

20m間隔 

(タイプ１) 

20m間隔 

(タイプ１)

15m間隔

凡 例 凡 例 

事業区域 事業区域 
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図2.1 地下水流動保全工法配置計画図(東名JCT) 

○東名JCTにおける地下水流動保全工法は以下の通りである。 

・地下水流動保全工法（タイプ１）：15m～20m間隔配置 40ユニット配置 

(2) 地下水流動保全工法の配置（東名JCT） 

 

 

凡 例 

：道路構造物 

：敷地境界 

：地下水流動保全工法（タイプ１）
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（第3回委員会資料 再掲） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
目的 

モニタリング項目 

施工中 施工後 

工区内モニタリング孔 

敷地境界付近の地下水流動保全工法の効果の検証※1 敷地境界付近の地下水位 同左 

地下水流動保全工法の通水機能の検証※2 
敷地境界付近の上流側, 

下流側の地下水位差 
同左 

工区外地下水位観測井 

（設置済み） 
周辺地域の地下水流動保全工法の効果の検証※1 周辺地域の地下水位 同左 

集水井戸、涵養井戸 水位異常時の通水機能低下状況及び原因の把握 集水井戸と涵養井戸の地下水位差 同左 
 

 

 

 

 

 

 

(3) モニタリング計画（基本的な考え方） 

○地下水流動保全工法の効果及び通水機能を検証するため、敷地境界付近にモニタリング孔（浅層地下水）

を設ける（図3.1,工区内モニタリング孔）。 

○工区内モニタリング孔の水位が異常を示した場合、地下水流動保全工法の機能低下状況及び原因を把握す

るために、集水井戸、涵養井戸の地下水位差を確認する。 

図3.1 モニタリングの概要 

※1 地下水流動保全工法の効果の検証：事業実施により周辺地域の地下水位に変動が生じていないかを確認 

※2 地下水流動保全工法の通水機能の検証：集水・涵養井戸及び通水管が機能しているかを確認 
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○工区内モニタリング孔の設置間隔は、地下水流動保全工法の効果及び通水機能を適切に把握できるような

設置間隔とした。 

○工区内モニタリング孔は工事前に設け、自然地下水位変動を把握する。 

○モニタリング期間は、施工後に地下水位が概ね安定するまでの期間を観測する。 

(3) モニタリング計画（工区内モニタリング孔の配置） 

図3.2 工区内モニタリング孔の配置計画 

東 名 Ｊ Ｃ Ｔ 凡 例  

：道路構造物 

：敷地境界 

：地下水流動保全工法（タイプ１）

：地下水流向 

：工区内モニタリング孔 
（詳細な設置位置は現地状況に応

じて今後変更の可能性あり） 
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集水井戸 涵養井戸

通水管

（上流側） （下流側）

道路構造物

浅層地下水

敷地境界 敷地境界

上下流の自然
地下水位差

上下流の地下水位差が
自然地下水位差±0.1m
の範囲で推移している
かを管理する

0.1m

0.1m

（第3回委員会資料 再掲） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○管理値とは、地下水流動保全工法の効果と通水機能を検証するために設定する値。 

○工区内モニタリング孔及び工区外地下水位観測井の観測値に対して設定する。 

○管理値は、①地下水位、②上下流の地下水位差の２項目とし、いずれか一方が管理値を超過した場合は原

因究明を行い、必要に応じて対策を検討していく。 

(4) 管理値の考え方 

【① 地下水位】 

：地下水流動保全工法の効果を検証する※1 

（工区内モニタリング孔及び工区外地下水位観測井で管理） 

【②上下流の地下水位差】 

：地下水流動保全工法の通水機能を検証する※2 

（工区内モニタリング孔で管理） 

※1 地下水流動保全工法の効果の検証：事業実施により周辺地域の地下水位に変動が生じていないかを確認 

※2 地下水流動保全工法の通水機能の検証：集水・涵養井戸及び通水管が機能しているかを確認 


